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１ 本市施策一覧（全７６施策） 

（１）第２期徳島市国土強靭化地域計画策定時（Ｒ６.３月）の施策 

 

 

 

 

施策

No
施策名 指標名

現状値

（R5年度末）

目標値

（R10年度末）
担当部局 担当課 該当するプログラム

個別

施策分野

横断的

施策分野

1 徳島市本庁舎の浸水対策
徳島市危機管理センター（仮称）新

築工事の進捗
0%

100%

〈R7〉
財政部 財産管理活用課 3-2 行政施策 ―

2
コミュニティセンター・支所の耐震

化及び整備
市民文化部

市民協働課

住民課
1-1,1-2,1-3,1-4,1-5 行政施策 長寿命化対策

3
コミュニティセンター・支所の太陽

光パネル・蓄電池設置
市民文化部

市民協働課

住民課
2-4,5-2 行政施策 ―

4 衛生害虫駆除活動 環境部 環境政策課 2-3,2-7 保健医療・福祉 ―

5 徳島市災害廃棄物処理計画 環境部 環境政策課 2-3,2-7,6-3 住環境 ―

6
新たな一般廃棄物中間処理施設の整

備
環境部 環境施設整備室 6-3 行政施策 ―

7 再生可能エネルギーの普及促進
徳島市域における住宅用太陽光発電

システム設置件数

7,459件

（74.6%）

9,200件

（92％）
環境部 環境保全課 2-4,5-2 住環境 ―

8 家庭ごみ収集車両津波等対策 環境部
東部環境事業所

業務課
6-3 住環境 ―

9 し尿処理施設の浸水対策 環境部
東部環境事業所

施設課
5-4 住環境 ―

10 し尿処理施設の耐震化対策 環境部
東部環境事業所

施設課
5-4 住環境 ―

11 し尿処理施設の老朽化対策 し尿処理施設の老朽化対策
主要設備の維持補

修・整備工事を実施

主要設備の維持補

修・整備工事を実施
環境部

東部環境事業所

施設課
5-4 住環境 ―

12 ごみ処理施設の浸水対策 環境部
東部環境事業所

施設課
6-3 住環境 ―

13 ごみ処理施設の老朽化対策 ごみ焼却施設の老朽化対策
主要設備の維持補

修・整備工事を実施

主要設備の維持補

修・整備工事を実施
環境部

東・西部環境事業所

施設課
6-3 住環境 ―

14 家庭ごみ収集車両浸水対策 環境部
西部環境事業所

業務課
6-3 住環境 ―

15 福祉避難所の拡充 福祉避難所の受入可能人数 1,883人 2,030人 健康福祉部 健康福祉政策課 1-3,1-4,1-5,2-3 保健医療・福祉
リスクコミュニ

ケーション

16
地域への避難行動要支援者名簿の提

供及び個別避難計画作成の推進

避難行動要支援者の個別避難計画作

成率
20.2% 28.6% 健康福祉部 健康福祉政策課 1-3,1-4,1-5,5-1 保健医療・福祉

リスクコミュニ

ケーション

17
災害ボランティアコーディネーター

の養成

災害ボランティアコーディネーター

養成講座参加者数
60人 60人 健康福祉部 健康福祉政策課 6-1,6-2,6-3 保健医療・福祉 人材育成

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし
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施策

No
施策名 指標名

現状値

（R5年度末）

目標値

（R10年度末）
担当部局 担当課 該当するプログラム

個別

施策分野

横断的

施策分野

18 予防接種の推進 予防接種者数・接種率の増加

個別小児定期予防接

種のうち、麻しん風

しん混合ワクチンの

接種率

R5年度

１期　99.0％

２期　93.6％

95% 子ども未来部 子ども健康課 1-4,2-3,2-7 保健医療・福祉 －

19
「事業継続計画（BCP）」の策定促

進

事業継続力強化計画認定制度におけ

る市内企業者の認定数
210社 410社 経済部 経済政策課 4-1,6-1,6-2,6-6 産業 －

20
中山間地域等直接支払事業による支

援

中山間地域等直接支払事業対象農用

地面積
365,736㎡

365,736㎡

〈R6〉
経済部 農林水産課 2-4,4-4,4-6 産業 －

21 鳥獣被害防止 鳥獣侵入防止柵の設置延長 93.7km 103.5km 経済部 農林水産課 4-6 産業 －

22 中央卸売市場再整備事業 経済部 中央卸売市場施設課 4-4 産業 官民連携

23 地籍調査の推進 地籍調査進捗率 26.71% 29.45% 都市建設部 都市建設政策課 5-5,6-4 国土保全・交通 ―

24 無電柱化の促進 無電柱化をした市道の延長 計画促進 計画促進 都市建設部 道路建設課
1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 ―

25 橋りょうの定期点検 定期点検を行う橋りょう数（橋）
長寿命化修繕計画

見直し

長寿命化修繕計画

見直し
都市建設部 道路建設課

1-1,1-2,1-3,2-2,2-4,2-5,2-6,

4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 長寿命化対策

26
緊急輸送道路等における橋りょうの

耐震化

緊急輸送道路や避難路等に係る橋

りょうの耐震化率
82% 90% 都市建設部 道路建設課

1-1,1-2,1-3,2-2,2-4,2-5,2-6,

4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 長寿命化対策

27
「徳島市橋りょう長寿命化修繕計

画」に基づく橋りょうの長寿命化
長寿命化対策の橋りょう数 122橋 188橋 都市建設部 道路建設課

1-1,1-2,1-3,2-2,2-4,2-5,2-6,

4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 長寿命化対策

28 都市計画道路の整備 事業用地取得率(面積ベース) 90.12%
100%

〈R7〉
都市建設部 道路建設課

1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 ―

29 四国横断自動車道周辺対策 四国横断自動車道周辺対策進捗率 80% 95% 都市建設部 道路建設課
1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 －

30 徳島環状道路周辺対策 徳島環状道路周辺対策進捗率 9%
100%

〈R7〉
都市建設部 道路建設課

1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 －

31 災害対策連絡所への避難道路点検
災害対策連絡所への避難道路点検の

進捗率

100%

（1巡目）

100%

（２巡目）
都市建設部 道路維持課

1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 長寿命化対策

32 道路ストックの長寿命化 道路ストック長寿命化事業の進捗率
点検・健全性診断

の実施

定期点検・対策工事

の実施
都市建設部 道路維持課

1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-2,2-4,

2-5,2-6,4-1,4-4,5-5,6-3
国土保全・交通 長寿命化対策

33 住宅・建築物の耐震化促進等 既存木造住宅の耐震改修工事等件数
1,414件

（見込み）
1,920件 都市建設部 建築指導課 1-1,1-2,4-2 住環境 ―

34 老朽建築物の安全対策の促進 危険な空き家の除却数 241件 340件 都市建設部 建築指導課 1-1,1-2 住環境 ―

35 公営住宅の長寿命化等 外壁改修工事実施数 11棟 21棟 都市建設部 住宅課 1-1 住環境 長寿命化対策

36 応急仮設住宅用地等の確保 都市建設部 住宅課 6-4 住環境 ―

37 都市浸水対策 都市浸水対策整備面積 2,462ha 2,467ha
都市建設部

上下水道局

河川水路課

下水道整備課
1-4 住環境 ―

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし
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施策

No
施策名 指標名

現状値

（R5年度末）

目標値

（R10年度末）
担当部局 担当課 該当するプログラム

個別

施策分野

横断的

施策分野

38 下水道施設の地震対策 下水道施設の耐震診断実施率
59施設

（56%）

105施設

（100％）
上下水道局 下水道整備課 1-4,2-7,5-4 国土保全・交通 ―

都市下水路ストックマネジメント計

画（R6～R10）に基づく改築工事実

施施設数

0施設 8施設 都市建設部 河川水路課 1-4,2-7,5-4 国土保全・交通 長寿命化対策

下水道ストックマネジメント計画

（R6～R10）に基づく改築工事の進

捗率

設備0施設

管渠0m

（0％）

設備25施設

管渠1,803m

（100％）

上下水道局 下水道整備課 1-4,2-7,5-4 国土保全・交通 長寿命化対策

耐水化対策済みの都市下水路ポンプ

場箇所数
4か所 9か所〈R8〉 都市建設部 河川水路課 1-4,2-7,5-4 住環境 ―

都市下水路ポンプ場の耐震診断実施

件数
5件 9件 都市建設部 河川水路課 1-4,2-7,5-4 住環境 ―

41
要配慮者利用施設における避難確保

計画の作成促進

要配慮者利用施設における避難確保

計画の提出率
100% 100%を維持 危機管理局 危機管理課 1-3,1-4,1-5 保健医療・福祉

リスクコミュニ

ケーション

42 徳島市地域防災計画の改定 危機管理局 危機管理課 2-1 行政施策 ―

43 飲料水兼用耐震性貯水槽の維持管理 耐震性貯水槽点検施設数 ３箇所/年 ３箇所/年 危機管理局 危機管理課 2-4 行政施策 ―

44 受援計画の策定 危機管理局 危機管理課 2-4,6-2 行政施策 官民連携

45
危機管理センター（仮称）の機能整

備

危機管理センター（仮称）の機能整

備

機能強化に向けての

協議

機能整備完了

〈R7〉
危機管理局 危機管理課 3-2 行政施策 ―

46 業務継続計画の改善 業務継続計画修正回数 １回/年 １回/年 危機管理局 危機管理課 3-2 行政施策
リスクコミュニ

ケーション

47 災害対策本部組織部別訓練の実施 訓練実施回数 １回/年 １回/年 危機管理局 危機管理課 3-2 行政施策 ―

48 復興まちづくりのための事前準備 危機管理局 危機管理課 3-2,6-1,6-2,6-3,6-4,6-5,6-6 行政施策 ―

49
災害用映像情報収集ネットワーク整

備

津波浸水地域（L2）の映像情報カ

バー率
70% 100% 危機管理局 危機管理課 5-1 行政施策 ―

50
災害種別図記号による避難場所標識

板の設置
危機管理局 危機管理課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5 行政施策 ―

51 家具転倒防止対策 家具転倒防止対策事業実施世帯数 推進（959世帯） 推進 危機管理局 防災対策課 1-1,1-2,1-3 行政施策 ―

52
地域防災力向上のための自主防災組

織活動促進
自主防災組織結成促進

結成促進

（43.06）
結成促進 危機管理局 防災対策課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,3-1 行政施策 ―

53 防災研修会の開催 危機管理局 防災対策課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,3-1 行政施策 ―

54
無線機等の整備による情報収集・伝

達手段の確保
通信機器のデジタル化率 44.37% 100% 危機管理局 危機管理課 1-3,1-4,1-5,2-6,5-1 行政施策

リスクコミュニ

ケーション

55 徳島市民総合防災訓練 避難所運営訓練実施地区数 11地区 21地区 危機管理局 防災対策課 1-3,2-3,3-2 行政施策 人材育成

56 防災サポーターの登録育成 危機管理課 防災対策課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,6-2 行政施策 人材育成

57 避難支援マップの作成
地震津波避難支援マップ作成数（全

体31地区）
26地区 31地区 危機管理局 防災対策課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5 住環境 官民連携

58 地区別津波避難計画の策定
地区別津波避難計画策定数（全19地

区）
15地区 19地区 危機管理局 防災対策課 1-3 行政施策 官民連携

下水道施設の老朽化対策

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

39

40 下水道施設の災害対策

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし
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施策

No
施策名 指標名

現状値

（R5年度末）

目標値

（R10年度末）
担当部局 担当課 該当するプログラム

個別

施策分野

横断的

施策分野

59 消防施設の適正な維持管理
機能強化・改修を行った施設及び設

備数
10 20 消防局 総務課 2-1,3-2 行政施策 長寿命化対策

60 消防団員の確保 消防団員の定員に対する充足率 88.5% 90.0% 消防局 総務課 1-2,2-1,3-1 行政施策 ―

61 消防車両等の適正な維持管理 消防車両の現有数維持 55台 55台 消防局 警防課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-1 行政施策 ―

62 応急手当の普及啓発
応急手当に関する講習等への参加者

数
8,826人 10,000人以上 消防局 警防課 2-1 行政施策 人材育成

63 119番通報受理体制の充実 消防局 通信指令課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5 行政施策 ―

64
高機能消防指令センターの安定的な

運用
消防局 通信指令課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,2-6 行政施策 ―

65 災害情報伝達体制の維持 消防局 通信指令課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5,5-1 行政施策 ―

66 住宅防火対策の推進 住宅用火災警報器の設置率 86.4% 91% 消防局 予防課 1-2 行政施策 ―

67 防火・防災意識の普及啓発
防火・防災に関する訓練や講習等へ

の参加者数
38,264人 40,000人以上 消防局 予防課 1-1,1-2,1-3,1-4,1-5 行政施策 人材育成

68 指定金融機関との連携取組の推進 会計管理者 会計課 4-3 産業 官民連携

69 学校施設の長寿命化 学校施設の長寿命化 3校 13校 教育委員会 総務課 1-1,1-2,3-2 行政施策 長寿命化対策

70 学校施設の防災機能強化 学校施設の防災機能強化 8校 24校 教育委員会 総務課 1-1,1-2,2-3,3-2 行政施策 長寿命化対策

71 文化財保存活用事業の推進 教育委員会 社会教育課 6-5 行政施策 人材育成

非常用発電機用燃料（A重油）備蓄量 3.0日分 3.0日分 病院局 総務管理課 2-2 保健医療・福祉 ―

上水受水槽保有水量 3.0日分 3.0日分 病院局 総務管理課 2-2 保健医療・福祉 ―

73 災害用備蓄品の確保
災害用備蓄品（３日分の食糧の確保

及び災害時に必要な備品の確保）
3.0日分 3.0日分 病院局 総務管理課 2-2 保健医療・福祉 ―

74 水道施設の耐震化 基幹管路の耐震管率 51.5% 53.0% 上下水道局 水道整備課 2-4,5-4 行政施策 長寿命化対策

72 災害用備蓄燃料及び備蓄水量の増量

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし
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（２）令和６年度に追加した新規施策 

 

 

２ 新規施策の概要 

 

【合併槽への転換推進】施策 No.75 

生活排水を適正に処理し、健全な水環境を確保するとともに、災害に強い浄化槽の特徴を活かし、強靭なまちづくりに資する浄化槽

の整備に対して支援を行う。 

 

【中学校への「防災クラブ」の設置及び地域防災の担い手人材の育成の推進】施策 No.76 

 各年度ごとに学校全体としての防災活動の活性化を図る「防災クラブ」を設置する指定校を定め、地域防災の担い手となる人材の

育成を推進する。（R5 年度までに全市立中学校で本事業を実施済み。R6 年度以降は再度実施する必要があると回答した中学校が対

象。）  

施策

No
施策名 指標名

現状値

（R5年度末）

目標値

（R10年度末）
担当部局 担当課 該当するプログラム

個別

施策分野

横断的

施策分野

75 合併槽への転換推進 環境部 環境保全課 2-3 住環境
リスクコミュニ

ケーション

76

中学校への「防災クラブ」の設置及

び地域防災の担い手人材の育成の推

進

教育委員会 学校教育課 6-2 行政施策 人材育成重要業績指標の設定なし

重要業績指標の設定なし
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３ 本市施策の重要業績指標 

（１）各プログラムの重要業績指標一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

R6 R7 R8 R9 R10

無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

既存木造住宅の耐震改修工事等件数 33 累計
1,414件

（見込み）
1,520件 1,620件 1,720件 1,820件 1,920件 年間100件の耐震改修工事等の支援を目指す。 都市建設部 建築指導課

危険な空き家の除却数 34 累計 241件 260件 280件 300件 320件 340件 年間20件の危険な空き家の除却支援を目指す。 都市建設部 建築指導課

家具転倒防止対策事業実施世帯数 51 累計
推進

（959世帯）
推進 推進 推進 推進 推進

備え付け家具である、独自に対策を講じている場合

等、実施世帯数の把握ができない。また、分母となる

高齢者や障害者がいる世帯数の把握が困難である。

危機管理局 防災対策課

自主防災組織結成促進 52 ―
結成促進

（43.06%）
結成促進 結成促進 結成促進 結成促進 結成促進

市内全地区に自主防災連合組織が結成され、活動カ

バー率は100％となったが、自主防災組織が未だ結成

されていない町内会等に対し啓発を行う。

危機管理局 防災対策課

消防団員の定員に対する充足率 60 累計 88.5% 88.8% 89.1% 89.4% 89.7% 90.0%
消防団員の定員の充足率を、0.3ポイントずつ増加させ

る。
消防局 総務課

消防車両の現有数維持 61 単年 55台 55台 55台 55台 55台 55台
消防局が保有する緊急車両55台（予備車・広報車を除

く）の維持
消防局 警防課

住宅用火災警報器の設置率 66 累計 86.4% 87% 88% 89% 90% 91%
住宅用火災警報器設置率の向上に努める。設置率は、

設置世帯数÷調査世帯数を示している。
消防局 予防課

担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

指標名
施策

No.

重要業績指標

1-1 大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生

1-2 地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

1-3 広域にわたる大規模津波による多数の死傷者の発生

対象とするプログラム：1-1,1-2,1-3

1 あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ
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R6 R7 R8 R9 R10

予防接種者数・接種率の増加 18 単年

個別小児定期

予防接種のう

ち、麻しん風

しん混合ワク

チンの接種率

R5年度

１期　99.0％

２期　93.6％

95% 95% 95% 95% 95%
毎年度の個別小児等定期予防接種のうち、麻しん風し

ん混合ワクチン接種率が９５％以上を目指す。
子ども未来部 子ども健康課

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

都市浸水対策整備面積 37 累計 2,462ha 2,463ha 2,464ha 2,465ha 2,466ha 2,467ha １ha/年を目標に浸水対策工事を行う。
都市建設部

上下水道局

河川水路課

下水道整備課

下水道施設の耐震診断実施率 38 累計
59施設

（56%）

102施設

（97％）

103施設

（98％）

103施設

（98％）

104施設

（99％）

105施設

（100％）

処理場･ﾎﾟﾝﾌﾟ場17施設、管路88施設、合計105施設の

耐震診断を行う。処理場・ポンプ場のうち14施設は過

年度に実施済み。令和6年度末までに管路施設の全88

施設の診断を行う。

上下水道局 下水道整備課

耐水化対策済みの都市下水路ポンプ場箇所数 累計 4か所 4か所 6か所 9か所 ― ―

R6年度は、都市下水路ポンプ場5か所の耐水化対策設

計を実施し、R7年度に2か所、R8年度に3か所の耐水

化工事を実施する。

都市建設部 河川水路課

都市下水路ポンプ場の耐震診断実施件数 累計 5件 6件 7件 8件 8件 9件

R6年度からR10年度までに未診断のポンプ場の耐震診

断を4件行い、全ポンプ場（9件）の耐震診断を完了す

る。

都市建設部 河川水路課

◆自主防災組織結成促進 52 ―
結成促進

（43.06%）
結成促進 結成促進 結成促進 結成促進 結成促進

市内全地区に自主防災連合組織が結成され、活動カ

バー率は100％となったが、自主防災組織が未だ結成

されていない町内会等に対し啓発を行う。

危機管理局 防災対策課

◆消防車両の現有数維持 61 単年 55台 55台 55台 55台 55台 55台
消防局が保有する緊急車両55台（予備車・広報車を除

く）の維持
消防局 警防課

◆印の施策は、再掲のものを示す

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

40

指標名
施策

No.

1-4

突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生（ため池の損壊による

ものや、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含

む）

1-5 大規模な土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、天然ダムの決壊など）や大雪等による多数の死傷者の発生

対象とするプログラム：1-4,1-5
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R6 R7 R8 R9 R10

◆消防団員の定員に対する充足率 60 累計 88.5% 88.8% 89.1% 89.4% 89.7% 90.0%
消防団員の定員の充足率を、0.3ポイントずつ増加させ

る。
消防局 総務課

◆消防車両の現有数維持 61 単年 55台 55台 55台 55台 55台 55台
消防局が保有する緊急車両55台（予備車・広報車を除

く）の維持
消防局 警防課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

◆印の施策は、再掲のものを示す

R6 R7 R8 R9 R10

徳島市域における住宅用太陽光発電システム設置

件数
7 累計

7,459件

（74.6%）

7,400件

（74％）

7,900件

（79％）

8,300件

（83％）

8,800件

（88％）

9,200件

（92％）

第３次徳島市環境基本計画に定める定量目標値10,000

件（R12）に基づく。令和5年3月時点で7,459件であっ

たが、年400～500件程度の上積みを目指し、令和10年

度末で9,200件の設置を目標とする。

環境部 環境保全課

中山間地域等直接支払事業対象農用地面積 20 累計 365,736㎡ 365,736㎡ ― ― ― ―
令和6年度が第５期対策の最終年で、第6期以降は未策

定のため、現時点では不明。
経済部 農林水産課

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆印の施策は、再掲のものを示す

課
指標名

施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局

2-1 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

対象とするプログラム：2-1

2
救助・救急､医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境

を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ

2-2 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺

2-4 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

2-5 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱

2-6 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

対象とするプログラム：2-2,2-4,2-5,2-6
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R6 R7 R8 R9 R10

耐震性貯水槽点検施設数 43 単年 ３箇所/年 ３箇所/年 ３箇所/年 ３箇所/年 ３箇所/年 ３箇所/年

蔵本公園駐車場、津田小学校校庭及び新町川公園に整

備している飲料水兼用耐震性貯水槽について、毎年点

検を実施する。

危機管理局 危機管理課

非常用発電機用燃料（A重油）備蓄量 単年 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 目標備蓄量である3.0日分を維持する。 病院局 総務管理課

上水受水槽保有水量 単年 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 目標備蓄量である3.0日分を維持する。 病院局 総務管理課

災害用備蓄品（３日分の食糧の確保及び災害時に

必要な備品の確保）
73 単年 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 3.0日分 目標備蓄量である3.0日分を維持する。 病院局 総務管理課

担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

指標名
施策

No.

重要業績指標

72

R6 R7 R8 R9 R10

◆予防接種者数・接種率の増加 18 単年

個別小児定期

予防接種のう

ち、麻しん風

しん混合ワク

チンの接種率

R5年度

１期　99.0％

２期　93.6％

95% 95% 95% 95% 95%
毎年度の個別小児等定期予防接種のうち、麻しん風し

ん混合ワクチン接種率が９５％以上を目指す。
子ども未来部 子ども健康課

◆下水道施設の耐震診断実施率 38 累計
59施設

（56%）

102施設

（97％）

103施設

（98％）

103施設

（98％）

104施設

（99％）

105施設

（100％）

処理場･ﾎﾟﾝﾌﾟ場17施設、管路88施設、合計105施設の

耐震診断を行う。処理場・ポンプ場のうち14施設は過

年度に実施済み。令和6年度末までに管路施設の全88

施設の診断を行う。

上下水道局 下水道整備課

◆耐水化対策済みの都市下水路ポンプ場箇所数 累計 4か所 4か所 6か所 9か所 ― ―

R6年度は、都市下水路ポンプ場5か所の耐水化対策設

計を実施し、R7年度に2か所、R8年度に3か所の耐水

化工事を実施する。

都市建設部 河川水路課

◆都市下水路ポンプ場の耐震診断実施件数 累計 5件 6件 7件 8件 8件 9件

R6年度からR10年度までに未診断のポンプ場の耐震診

断を4件行い、全ポンプ場（9件）の耐震診断を完了す

る。

都市建設部 河川水路課

40

部局 課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要

2-3 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生

2-7 大規模な自然災害と感染症との同時発生

対象とするプログラム：2-3,2-7
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R6 R7 R8 R9 R10

徳島市危機管理センター（仮称）新築工事の進捗 1 累計 0% 27.9% 100% ― ― ―
今後ECI方式で施設整備を行い、令和８年３月の機能

移転を目指す。
財政部 財産管理活用課

危機管理センター（仮称）の機能整備 45 累計
機能強化に向

けての協議
機能整備 機能整備完了 ― ― ―

令和７年度末を目標に危機管理センター（仮称）にお

ける情報通信機能の整備を行う。
危機管理局 危機管理課

訓練実施回数 47 単年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年

災害時における職員の対応力強化を図るため、災害対

策本部各班の個別訓練を実施し、課題の解消を図りつ

つ、実践体制の整備を図る。

危機管理局 危機管理課

◆自主防災組織結成促進 52 ―
結成促進

（43.06%）
結成促進 結成促進 結成促進 結成促進 結成促進

市内全地区に自主防災連合組織が結成され、活動カ

バー率は100％となったが、自主防災組織が未だ結成

されていない町内会等に対し啓発を行う。

危機管理局 防災対策課

◆消防団員の定員に対する充足率 60 累計 88.5% 88.8% 89.1% 89.4% 89.7% 90.0%
消防団員の定員の充足率を、0.3ポイントずつ増加させ

る。
消防局 総務課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

R6 R7 R8 R9 R10

事業継続力強化計画認定制度における市内企業者

の認定数
19 累計 210社 250社 290社 330社 370社 410社

R5年度当初値で認定されている市内企業数は139社で

あった。今後は、年40社以上の登録数を保ち、R10年

度末には累計で410社以上が登録されるよう目指す。

経済部 経済政策課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

3 必要不可欠な行政機能を確保する

3-1 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

対象とするプログラム：3-1,3-2

4 経済活動を機能不全に陥らせない

4-1 サプライチェーンの寸断・一極集中等による企業の生産力・経営執行力低下による地域経済への甚大な影響

4-2 重要な産業施設の火災、爆発に伴う有害物質等の大規模拡散・流出

4-3 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影響

対象とするプログラム：4-1,4-2,4-3



 

 

1
-1

1
 

 

 

 

 

 

 

 

R6 R7 R8 R9 R10

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆既存木造住宅の耐震改修工事等件数 33 累計
1,414件

（見込み）
1,520件 1,620件 1,720件 1,820件 1,920件 年間100件の耐震改修工事等の支援を目指す。 都市建設部 建築指導課

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

◆印の施策は、再掲のものを示す

R6 R7 R8 R9 R10

◆中山間地域等直接支払事業対象農用地面積 20 累計 365,736㎡ 365,736㎡ ― ― ― ―
令和6年度が第５期対策の最終年で、第6期以降は未策

定のため、現時点では不明。
経済部 農林水産課

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

4-4 食料等の安定供給の停滞に伴う、住民生活・経済活動への甚大な影響

4-5 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

対象とするプログラム：4-4,4-5
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R6 R7 R8 R9 R10

◆中山間地域等直接支払事業対象農用地面積 20 累計 365,736㎡ 365,736㎡ ― ― ― ―
令和6年度が第５期対策の最終年で、第6期以降は未策

定のため、現時点では不明。
経済部 農林水産課

鳥獣侵入防止柵の設置延長 21 累計 93.7km 94.3km 96.6km 98.9km 101.2km 103.5km 毎年度同様の事業量として2.3kmの増加を想定。 経済部 農林水産課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

R6 R7 R8 R9 R10

◆徳島市域における住宅用太陽光発電システム設

置件数
7 累計

7,459件

（74.6%）

7,400件

（74％）

7,900件

（79％）

8,300件

（83％）

8,800件

（88％）

9,200件

（92％）

第３次徳島市環境基本計画に定める定量目標値10,000

件（R12）に基づく。令和5年3月時点で7,459件であっ

たが、年400～500件程度の上積みを目指し、令和10年

度末で9,200件の設置を目標とする。

環境部 環境保全課

し尿処理施設の老朽化対策 11 ー

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維持補修・整備工事を実施 環境部
東部環境事業所

施設課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局

◆印の施策は、再掲のものを示す

課

4-6 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下

対象とするプログラム：4-6

5
情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク

等の被害を最小限にとどめるとともに、早期に復旧させる

5-1
テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、インターネット・SNS など、災害時に活用する情報

サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態

対象とするプログラム：5-1

5-2 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期間・大規模にわたる機能の停止

5-3 都市ガス供給・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長期間にわたる機能の停止

5-4 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

対象とするプログラム：5-2,5-3,5-4

R6 R7 R8 R9 R10

津波浸水地域（L2）の映像情報カバー率 49 累計 70% 100% 100% 100% 100% 100% 令和６年度に眉山カメラ（北１台、南１台）を導入。 危機管理局 危機管理課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課
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R6 R7 R8 R9 R10

◆下水道施設の耐震診断実施率 38 累計
59施設

（56%）

102施設

（97％）

103施設

（98％）

103施設

（98％）

104施設

（99％）

105施設

（100％）

処理場･ﾎﾟﾝﾌﾟ場17施設、管路88施設、合計105施設の

耐震診断を行う。処理場・ポンプ場のうち14施設は過

年度に実施済み。令和6年度末までに管路施設の全88

施設の診断を行う。

上下水道局 下水道整備課

◆耐水化対策済みの都市下水路ポンプ場箇所数 累計 4か所 4か所 6か所 9か所 ― ―

R6年度は、都市下水路ポンプ場5か所の耐水化対策設

計を実施し、R7年度に2か所、R8年度に3か所の耐水

化工事を実施する。

都市建設部 河川水路課

◆都市下水路ポンプ場の耐震診断実施件数 累計 5件 6件 7件 8件 8件 9件

R6年度からR10年度までに未診断のポンプ場の耐震診

断を4件行い、全ポンプ場（9件）の耐震診断を完了す

る。

都市建設部 河川水路課

40

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

R6 R7 R8 R9 R10

地籍調査進捗率 23 累計 26.71% 27.24% 27.79% 28.35% 28.90% 29.45%
地籍調査の進捗率の計算に用いる調査済面積を、国が

示す徳島市の計画総面積で除した数値。
都市建設部 都市建設政策課

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

5-5 基幹的な陸上・海上・航空交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

対象とするプログラム：5-5
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R6 R7 R8 R9 R10

ごみ焼却施設の老朽化対策 13 ―

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維

持補修・整備

工事を実施

主要設備の維持補修・整備工事を実施 環境部
東・西環境事業所

施設課

◆地籍調査進捗率 23 累計 26.71% 27.24% 27.79% 28.35% 28.90% 29.45%
地籍調査の進捗率の計算に用いる調査済面積を、国が

示す徳島市の計画総面積で除した数値。
都市建設部 都市建設政策課

◆無電柱化をした市道の延長 24 ― 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進 計画促進

四国地区無電柱化協議会に対し、概ね10年以内に無電

柱化事業に着手する予定の「ニーズ箇所」としての候

補区間を提出しており、同協議会で合意・選定される

ことを待っている状況である。

都市建設部 道路建設課

◆印の施策は、再掲のものを示す

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）指標名
施策

No. 目標値等の概要 部局 課

6 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

6-1
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域

が衰退する事態

6-2
災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に

精通した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

6-6 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による地域経済等への甚大な影響

対象とするプログラム：6-1,6-2,6-6

6-3 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

6-4 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

6-5 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失

対象とするプログラム：6-3,6-4,6-5

R6 R7 R8 R9 R10

◆事業継続力強化計画認定制度における市内企業

者の認定数
19 累計 210社 250社 290社 330社 370社 410社

R5年度当初値で認定されている市内企業数は139社で

あった。今後は、年40社以上の登録数を保ち、R10年

度末には累計で410社以上が登録されるよう目指す。

経済部 経済政策課

◆印の施策は、再掲のものを示す

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課



 

 

1
-1

5
 

 
 

 

（２）横断的分野の重要業績指標一覧 

 

 

 

 

 

 

 

R6 R7 R8 R9 R10

◆事業用地取得率(面積ベース) 28 累計 90.12% 90.12% 100% ― ― ―

育英認定こども園と建物移転補償契約、及び用地補償

契約を締結する予定だが、建物はR7年度に取り壊す予

定である。建物の取壊しが完了した後に、残りの補償

費を支払い、用地取得が完了する。

都市建設部 道路建設課

◆四国横断自動車道周辺対策進捗率 29 累計 80% 89% 95% 95% 95% 95%
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆徳島環状道路周辺対策進捗率 30 累計 9% 60% 100% ― ― ―
国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に

整備を行っていく。
都市建設部 道路建設課

◆印の施策は、再掲のものを示す

担当

指標数値

の性質

重要業績指標

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

指標名
施策

No.

R6 R7 R8 R9 R10

福祉避難所の受入可能人数 15 累計 1,883人 1,910人 1,940人 1,970人 2,000人 2,030人

R5年度当初値で1,883人であるが、社会福祉施設や旅

館・ホテル等の宿泊施設に対し、福祉避難所の協定締

結及び指定について協力を求め、R10年度末に2,030人

を目指す。

健康福祉部 健康福祉政策課

避難行動要支援者の個別避難計画作成率 16 累計 20.2% 22.2% 24.4% 26.1% 27.1% 28.6%

新たに要支援者となった者や個別避難計画の未作成者

等に対して、地域と連携しながら個別避難計画の作成

（名簿提供の同意を含む。）を推進し、R10年度末に

目標値28.6％を目指す。

健康福祉部 健康福祉政策課

要配慮者利用施設における避難確保計画の提出率 41 単年 100% 100%を維持 100%を維持 100%を維持 100%を維持 100%を維持
毎年増減する要配慮者利用施設について、避難確保計

画の提出を促し、提出率１００％を維持する。
危機管理局 危機管理課

業務継続計画修正回数 46 単年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年 １回/年
より実効性の高い計画とするため、継続して検討・修

正を実施する。
危機管理局 危機管理課

通信機器のデジタル化率 54 累計 44.37% 44.37% 100% 100% 100% 100%
デジタル防災行政無線の通信システム整備工事を完了

(R7.9.30完了予定）し、維持管理を継続する。
危機管理局 危機管理課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

横断的
分野
1

リスクコミュニケーション分野
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R6 R7 R8 R9 R10

災害ボランティアコーディネーター養成講座参加

者数
17 単年 60人 60人 60人 60人 60人 60人

災害ボランティアコーディネーターへのフォローアッ

プや地域での実地訓練を実施し、毎年60人の参加を目

指す。

健康福祉部 健康福祉政策課

避難所運営訓練実施地区数 55 累計 11地区 13地区 15地区 17地区 19地区 21地区
年2地区で実施予定で、R10年度末までに21地区で実施

する。
危機管理局 防災対策課

応急手当に関する講習等への参加者数 62 単年 8,826人 10,000人以上 10,000人以上 10,000人以上 10,000人以上 10,000人以上

市民約２５万人のうち、５人に１人が応急手当に関す

る講習等に参加することを目指し、年１万人以上を目

標値として５年間で達成する。

消防局 警防課

防火・防災に関する訓練や講習等への参加者数 67 単年 38,264人 40,000人以上 40,000人以上 40,000人以上 40,000人以上 40,000人以上

市民約２５万人のうち、約８割が防火・防災に関する

訓練や講習等に参加することを目指し、年４万人以上

を目標値として５年間で達成する。

消防局 予防課

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

R6 R7 R8 R9 R10

地震津波避難支援マップ作成数（全体31地区） 57 累計 26地区 28地区 30地区 31地区 31地区 31地区
年2地区で実施予定で、R8年度末までに31地区で実施

する。
危機管理局 防災対策課

地区別津波避難計画策定数（全19地区） 58 累計 15地区 15地区 17地区 19地区 19地区 19地区
年2地区について策定予定で、R8年度末までに19地区

で策定する。
危機管理局 防災対策課

部局 課
指標名

施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要

横断的
分野
2

人材育成分野

横断的
分野
３

官民連携分野
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R6 R7 R8 R9 R10

定期点検を行う橋りょう数（橋） 25 単年

長寿命化

修繕計画

見直し

小規模

橋りょう

488橋

小規模

橋りょう

478橋

重要

橋りょう

126橋

中小規模

橋りょう

275橋

長寿命化

修繕計画

見直し

令和6年度は、小規模橋りょう488橋について、定期点

検を実施する。
都市建設部 道路建設課

緊急輸送道路や避難路等に係る橋りょうの耐震化

率
26 累計 82% 82% 85% 85% 87% 90% R12年度での100%達成を目標に耐震化を進める。 都市建設部 道路建設課

長寿命化対策の橋りょう数 27 累計 122橋 136橋 153橋 167橋 177橋 188橋

令和5年度末に今後5年間の修繕計画を策定する予定で

あるため、現時点では目標値が未定である。そのた

め、暫定的に目標値を記入している。

都市建設部 道路建設課

災害対策連絡所への避難道路点検の進捗率 31 累計
100%

（1巡目）

17%

（２巡目）

35%

（２巡目）

57%

（２巡目）

78%

（２巡目）

100%

（２巡目）

災害時に市内各地区で避難所の開設等の初動対応を行

う災害対策連絡所28箇所にアクセスする市道を点検し

て避難道路の安全を確保する。

都市建設部 道路維持課

道路ストック長寿命化事業の進捗率 32 累計
点検・健全性

診断の実施

点検・健全性

診断の実施

長寿命化修繕

計画の策定

定期点検・対

策工事の実施

定期点検・対

策工事の実施

定期点検・対

策工事の実施

長寿命化修繕計画の策定後に、定期点検・対策工事の

実施数量を決定する。
都市建設部 道路維持課

外壁改修工事実施数 35 累計 11棟 13棟 15棟 17棟 19棟 21棟
年間2棟程度の改修を確保し、R10年度に目標値21棟を

目指す。
都市建設部 住宅課

都市下水路ストックマネジメント計画（R6～

R10）に基づく改築工事実施施設数
累計 0施設 1施設 3施設 4施設 6施設 8施設

都市下水路ストックマネジメント計画（R6～R10）に

基づき、R6年度からR10年度までに8施設の改築工事

を実施する。

都市建設部 河川水路課

下水道ストックマネジメント計画に基づく改築工

事の進捗率
累計

設備0施設

管渠0m

（0％）

設備5施設

管渠361m

（20％）

設備10施設

管渠721m

（40％）

設備15施設

管渠1,082m

（60％）

設備20施設

管渠1,442m

（80％）

設備25施設

管渠1,803m

（100％）

下水道ストックマネジメント計画(R6～R10)に基づ

き、年２０％を目標に施設の改築工事を実施する。
上下水道局 下水道整備課

機能強化・改修を行った施設及び設備数 59 累計 10 16 18 19 19 20 施設・設備の機能強化・改修工事の実施予定数 消防局 総務課

学校施設の長寿命化 69 累計 3校 5校 7校 9校 11校 13校

施設や設備の老朽化が著しい学校の長寿命化につい

て、年２校を目安に、令和１０年度に目標値１３校を

目指す。

教育委員会 総務課

学校施設の防災機能強化 70 累計 8校 12校 15校 18校 21校 24校

施設の劣化が著しい学校の非構造部材の耐震対策等に

ついて、年３校を目安に、令和１０年度に目標値２４

校を目指す。

教育委員会 総務課

基幹管路の耐震管率 74 累計 51.5% 51.6% 51.9% 52.3% 52.6% 53.0% 効果的・効率的な基幹管路の耐震化に取り組む。 上下水道局 水道整備課

39

指標名
施策

No.

重要業績指標 担当

指標数値

の性質

現状値

（R5）

目標値（各年度末）
目標値等の概要 部局 課

横断的
分野
４

長寿命化対策分野
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＜備考＞ 

 第２期徳島市国土強靭化地域計画の修正箇所 

 徳島市国土強靭化地域計画の重要業績指標について、令和６年３月以降に修正のあった箇所を以下に示す。 

 

 

 

変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

1 R6目標値 52% 27.9%

着工から竣工までの期間（令和６年４月から令和８年２月

までの２２か月）に対して、着工から経過した期間を割合

で示していたところ、工事の進捗状況を設定した。

指標名 施設整備の進捗率 削除

指標数値の

性質
累計 削除

R5現状値 30% 削除

R6目標値 40% 削除

R7目標値 50% 削除

R8目標値 60% 削除

R9目標値 70% 削除

R10目標値 80% 削除

目標値等の

概要

R6年度は、一般廃棄物中間処理施設

整備基本設計、環境影響評価及びPFI

導入可能性調査の実施。また、造成

工事詳細設計作成、都市計画決定手

続きの着手に入る。

削除

施策No

修正内容

6 施設整備の進捗率が成果指標にそぐわないため。
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変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

R5現状値
7,361件

（73.6%）

7,459件

（74.6%）

目標値等

の概要

第３次徳島市環境基本計画に定める

定量目標値10,000件（R12）に基づ

く。令和5年3月時点で6,852件であっ

たが、年400～500件程度の上積みを

目指し、令和10年度末で9,200件の設

置を目標とする。

第３次徳島市環境基本計画に定める

定量目標値10,000件（R12）に基づ

く。令和5年3月時点で7,459件であっ

たが、年400～500件程度の上積みを

目指し、令和10年度末で9,200件の設

置を目標とする。

18 R5現状値

個別小児定期予防接種のうち、麻し

ん風しん混合ワクチンの接種率

R4年度

１期　97.6％

２期　93.4％

個別小児定期予防接種のうち、麻し

ん風しん混合ワクチンの接種率

R5年度

１期　99.0％

２期　93.6％

令和４年度データから令和５年度データに更新したため。

25 R9目標値 274橋 275橋 錯誤修正

R6目標値 85% 82%

R7目標値 94.0% 85%

R8目標値 100.0% 85%

R9目標値 ＿ 87%

R10目標値 ＿ 90%

目標値等の

概要

R8年度までの100％達成を目標に耐

震化を進める。

R12年度までの100％達成を目標に耐

震化を進める。

26
徳島県地域防災計画の見直しによる緊急輸送道路の追加指

定に伴い、対象橋りょうが増えたため。

7
資源エネルギー庁のデータが更新され、R5年度末の数字が

確定したため。

施策No

修正内容
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変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

R7目標値 156橋 153橋

R8目標値 176橋 167橋

R9目標値 196橋 177橋

R10目標値 216橋 188橋

R5現状値 81% 80%

R6目標値 89.5% 89%

R7目標値 95.2% 95%

R8目標値 95.5% 95%

R9目標値 96.3% 95%

R10目標値 97.4% 95%

R5現状値 10% 9% 見込み値を実数値に変更するもの。

R6目標値 62.6% 60% 錯誤修正

34 R5現状値 241（見込み） 241 見込み値が確定したため。

R5現状値 2,460ha 2,462ha
見込みで算出していたが、想定より工事が早く進んだた

め、実績値に修正した。

R6目標値 2,461ha 2,463ha

R7目標値 2,462ha 2,464ha

R8目標値 2,463ha 2,465ha

R9目標値 2,464ha 2,466ha

R10目標値 2,465ha 2,467ha

29

30

国土交通省の本線事業の進捗に併せて、年次計画的に整備

を行う事業なので、国の事業進捗率に併せて目標値の変更

を行うもの。

27 見込み値が確定したため。

現状値の修正により、目標値を修正した。

37

施策No

修正内容
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変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

R9目標値 5施設 6施設

R10目標値 6施設 8施設

目標値等の

概要

都市下水路ストックマネジメント計

画（R6～R10）に基づき、R6年度か

らR10年度までに6施設の改築工事を

実施する。

都市下水路ストックマネジメント計

画（R6～R10）に基づき、R6年度か

らR10年度までに8施設の改築工事を

実施する。

51 R5現状値
推進（942世帯）

見込み
推進（959世帯） 見込み値が確定したため。

指標名 自主防災組織加入者率 自主防災組織結成促進

指標数値の

性質
累計 ―

R5現状値
43.23％

見込み

結成促進

(43.06％)

R6目標値 47.0% 結成促進

R7目標値 47.0% 結成促進

R8目標値 47.0% 結成促進

R9目標値 47.0% 結成促進

R10目標値 47.0% 結成促進

目標値等の

概要

加入者率は自主防災組織加入者数／

徳島市の人口で算出している。

市内全地区に自主防災連合組織が結

成され、活動カバー率は100％と

なったが、自主防災組織が未だ結成

されていない町内会等に対し啓発を

行う。

39

第2期ストックマネジメント計画の策定中だったため、目標

値を見込みで算出していたが、計画が策定できたため修正

した。

52

自主防災組織の結成状況については、今後、国公表（消防

白書）の「活動カバー率」で統一するため。

なお、活動カバー率は100％となったが、自主防災組織が

未だ結成されていない町内会等に対し啓発を行う。

施策No

修正内容



 

 

1
-2

2
 

 

変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

R5現状値 10地区 11地区

R6目標値 12地区 13地区

R7目標値 14地区 15地区

R8目標値 16地区 17地区

R9目標値 18地区 19地区

R10目標値 20地区 21地区

目標値等の

概要

年2地区について実施予定で、R10年

度末までに20地区で実施する。

年2地区で実施予定で、R10年度末ま

でに21地区で実施する。

指標名
地震津波避難支援マップ作成数（全

30地区）

地震津波避難支援マップ作成数（31

地区）

R5現状値 25地区 26地区

R6目標値 27地区 28地区

R7目標値 29地区 30地区

R8目標値 30地区 31地区

R9目標値 30地区 31地区

R10目標値 30地区 31地区

目標値等の

概要

年に2地区ずつ作成予定で、R8年度

末までに30地区で作成する。

年2地区で実施予定で、R8年度末ま

でに31地区で実施する。

R5現状値 88.4% 88.5%
前回調査時は、見込み値であったため確定値に修正するも

の。

R6目標値 88.7% 88.8%

R7目標値 89.0% 89.1%

R8目標値 89.3% 89.4%

R9目標値 89.6% 89.7%

R10目標値 89.9% 90.0%

55 地区の考え方について実態に即し見直ししたため。

57 地区の考え方について実態に即し見直ししたため。

施策No

修正内容

60 現状値を修正することに伴い、各年度の目標値を上方修正

するもの。（目標値の設定方法：現状値から0.3ポイントず

つ増加させる）



 

 

1
-2

3
 

 
 

 

 

 

変更箇所

修正前

（第２期徳島市国土強靭化地域

計画での記載内容）

修正後

（別紙１「施策及び重要業績指標一覧」で

の記載内容）

修正理由

62 R5現状値 8,500人 8,826人
前回調査時は、見込み値であったため確定値に修正するも

の。

R5現状値 85.7% 86.4%
前回調査時は、見込み値であったため確定値に修正するも

の。

R6目標値 86% 87%

R7目標値 87% 88%

R8目標値 88% 89%

R9目標値 89% 90%

R10目標値 90% 91%

67 R5現状値 34,000人 38,264人
前回調査時は、見込み値であったため確定値に修正するも

の。

R5現状値 51.36% 51.5%

R6目標値 51.66% 51.6%

R7目標値 51.97% 51.9%

R8目標値 52.32% 52.3%

R9目標値 52.65% 52.6%

R10目標値 53.00% 53.0%

※各担当部局課名は組織改正等により随時修正。

74

上下水道局では「水道事業ガイドライン　JWWAQ100」

（（公社）日本水道協会）に基づき水道事業の業務活動全

般を定量化することで水道サービスの水準向上させるた

め、各業務指標（PI）をホームページや各計画等で公表し

ており、その中で基幹管路の耐震化率については小数点第

１位までの数値となっています。徳島市国土強靱化地域計

画についても表記の統一を図るため変更した。数値の表記

を改定するのみであり、計画の見直し等の変更なし。

66 現状値を修正することに伴い、各年度の目標値を上方修正

するもの。（目標値の設定方法：現状値から1ポイントずつ

増加させる）

施策No

修正内容



 

 

1
-2

4
 

４ 第２期徳島市国土強靭化地域計画施策と交付金・補助金等要素事業名の対照表（令和７年２月３日時点） 

 
 

交付金・補助金等種類 事業種別 種別１ 種別２ 要素となる事業名 事業内容
事業実施期間

（終了）

重点

計画

対象

地域計画

施策番号
担当課

防災・安全交付金 道路 市町村道 交安 (他)大松・三軒屋堤上線 橋梁改築 L=0.05km R6 〇 26 道路建設課

社会資本整備総合交付金 街路 S街路 改築 (都)住吉万代園瀬橋線　南昭和工区 現道拡幅L=0.4km R8 28 道路建設課

道路局所管補助金 補助事業 － － 道路メンテナンス事業

点検結果を踏まえ策定される長寿命化計画

に基づき実施される道路メンテナンス事業

（橋りょう、トンネル等の修繕・更新等）

－ 〇

25

26

27

道路維持課

道路建設課

耕地課

防災・安全交付金 道路 市町村道 点検調査 出来島西本線ほか 道路反射鏡定期点検 R10 32 道路建設課

防災・安全交付金 道路 市町村道 修繕 (1)入田春日橋線ほか 橋梁耐震 30橋 R10 26 道路建設課

緊急自然災害防止対策事業債 河川 － － 流域治水対策事業 水路整備 R7 29 道路建設課

社会資本整備総合交付金 道路 市町村道 改築 (２)下中筋・川北・川西線 現道拡幅　 L=0.２km R6 30 道路建設課

緊急自然災害防止対策事業債 河川 － － 流域治水対策事業 排水機場及び水路整備 R7 30 道路建設課

防災・安全交付金 道路 市町村道 計画調査 佐古・新町橋通り線ほか(路面性状調査・計 路面性状調査・計画策定 R9 32 道路維持課

防災・安全交付金 道路 市町村道 計画調査 住吉・南末広線ほか（道路照明施設） 道路照明施設点検・計画策定 R9 32 道路維持課

防災・安全交付金 道路 市町村道 計画調査 住吉・南末広線ほか（道路標識） 道路標識点検・計画策定 R9 32 道路維持課

防災・安全交付金 道路 市町村道 修繕 佐古・新町橋通り線ほか(舗装補修） 舗装補修　L=40km R9 32 道路維持課

社会資本整備総合交付金

【～R6.3.31】

住宅市街地総合整備事業補助金

【R6.4.1～】

住宅 － －

住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事

業）【～R6.3.31】

住宅市街地総合整備事業（空き家対策総合

支援事業）【R6.4.1～】

老朽危険空き家解体等 R7 34 建築指導課

防災・安全交付金 住宅 － － 住宅・建築物安全ストック形成事業 住宅・建築物の耐震化 R7 ○ 33 建築指導課

社会資本整備総合交付金 住宅 － － 狭あい道路整備等促進事業 狭あい道路の拡幅等・市内全域 R7 33 建築指導課

防災・安全交付金 住宅 － － 住宅・建築物安全ストック形成事業 住宅・建築物のアスベスト改修等 R7 ○ 33 建築指導課

防災・安全交付金 住宅 － － 住宅・建築物安全ストック形成事業 ブロック塀等の安全対策事業 R7 ○ 33 建築指導課

防災・安全交付金 住宅 － － 住宅・建築物安全ストック形成事業 民間住宅の耐震改修等事業 R7 ○ 33 建築指導課

防災・安全交付金 住宅 － － 住宅・建築物安全ストック形成事業 屋根の耐風診断・耐風改修（徳島市全域） R7 ○ 33 建築指導課

社会資本整備総合交付金 住宅 － － 公営住宅等整備事業 公営住宅整備（津田住宅） R7 35 住宅課

社会資本整備総合交付金 住宅 － － 公営住宅等ストック総合改善事業
公営住宅既存ストックの改善事業（市営末

広住宅外）
R7 35 住宅課

社会資本整備総合交付金 住宅 － －
住宅地区改良事業等（改良住宅ストック総

合改善事業）

改良住宅既存ストックの改善事業（福島住

宅外）
R7 35 住宅課

住宅市街地総合整備事業補助金 住宅 － －
住宅市街地総合整備事業（空き家対策総合

支援事業）
空家等実態把握 R8 住宅課



 

 

1
-2

5
 

 

交付金・補助金等種類 事業種別 種別１ 種別２ 要素となる事業名 事業内容
事業実施期間

（終了）

重点

計画

対象

地域計画

施策番号
担当課

防災・安全交付金 住宅 － － 公営住宅等ストック総合改善事業
公営住宅既存ストックの改善事業（市営末

広住宅外）
R7 ○ 35 住宅課

防災・安全交付金 住宅 － －
住宅地区改良事業等（改良住宅ストック総

合改善事業）

改良住宅既存ストックの改善事業（常三島

住宅外）
R7 ○ 35 住宅課

防災・安全交付金 住宅 － － 公営住宅等整備事業 公営住宅整備（下助任住宅外） R7 ○ 35 住宅課

防災・安全交付金 下水道 ポンプ場 改築

改築更新事業（八万・津田中央・津田北

部・新浜・名東西・矢三東・矢三西・田宮

西・田宮北排水区）

改築更新に関する計画策定、実施設計、工

事等
R7 39 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 管渠（雨水） 新設

雨水管渠整備事業（田宮西・田宮北・八万

南・名東西・矢三東・国府西・国府東・矢

三西・島田排水区）

雨水管渠整備に関する実施設計、工事等 R7 37 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 ポンプ場 新設
ポンプ増設事業（田宮西排水区、矢三西排

水区、矢三東排水区、田宮北排水区）
ポンプ等増設に関わる実施設計、工事等 R7 37 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 管渠（雨水） 改築 都市下水路台帳電子化事業 全排水区 R7 39 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 － － 内水浸水想定区域図作成 内水浸水想定区域図作成 R7 ○ 37 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 ポンプ場 － 都市下水路施設耐水化計画
耐水化計画の策定、下水道施設の耐水化の

実施
R7 ○ 40 河川水路課

防災・安全交付金 下水道 ポンプ場 改築

耐震・耐津波化事業（八万・津田中央・津

田北部・新浜・名東西・矢三東・矢三西・

田宮西・田宮北排水区）

耐震・耐津波化に関する診断、実施設計、

工事等
R7 ○ 40 河川水路課

緊急自然災害防止対策事業債 河川 － － 流域治水対策事業 雨水貯留施設整備 R7 37 河川水路課

大規模雨水処理施設整備事業 下水道 － －
徳島市中心市街地ほか大規模雨水処理施設

整備事業
雨水排水施設に関する設計・工事等 R7

37

39

河川水路課

下水道整備課

公共施設等適正管理推進事業債

（長寿命化事業）
河川 － － 排水機場長寿命化事業

排水機場の長寿命化を図るための設計・工

事等
R8 河川水路課

学校施設環境改善交付金 学校施設 － － 長寿命化改良事業
「徳島市学校施設の長寿命化計画」に基づ

き市立小中学校の改修等を行う。
－ ○ 69

教育委員会事務局

総務課

学校施設環境改善交付金 学校施設 － － 防災機能強化事業
「徳島市学校施設の長寿命化計画」に基づ

き市立小中学校の改修等を行う。
－ ○ 70

教育委員会事務局

総務課

学校施設環境改善交付金

（空調設備整備臨時特例交付

金）

学校施設 － － 空調設備整備事業
「徳島市学校施設の長寿命化計画」に基づ

き市立小中学校の改修等を行う。
－ －

教育委員会事務局

総務課
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交付金・補助金等種類 事業種別 種別１ 種別２ 要素となる事業名 事業内容
事業実施期間

（終了）

重点

計画

対象

地域計画

施策番号
担当課

防災・安全交付金 下水道 － － 施設計画見直し 施設計画見直し R7 ○ 40 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 管渠(雨水) 新設 雨水管渠整備(北部排水区) 雨水管渠整備に関する実施設計、工事等 R7 ○ 40 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 管渠(合流) 改築 耐震化事業(中央処理区) 耐震化に関する診断、実施設計、工事等 R7 ○ 39 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 － － 下水道施設耐水化計画
耐水化計画の策定、下水道施設の耐水化の

実施
R7 ○ 39 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 ポンプ場 改築 改築更新事業(中央排水区、北部排水区)
浸水対策に係る施設の改築更新に関する計

画策定、実施設計、工事等
R7 ○ 41 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 － 改築

耐震・耐津波化事業(中央処理区、北部処理

区、丈六処理区、しらさぎ台処理区、竜王

処理区)

耐震・耐津波化に関する診断、実施設計、

工事等
R7 ○ 39 下水道整備課

防災・安全交付金 下水道 － 改築 改築更新事業(中央処理区、北部処理区)
汚水処理に係る施設の改築更新に関する計

画策定、実施設計、工事等
R7 41 下水道整備課


